
UMITO エシカルポリシー 
 

2026.8.7最終更新 

​
1. 目的 
当社は、「ウミとヒトの関係を、ポジティブにつなぎ直す」というパーパスのもと、事業活動を通じて社
会・環境により良い変化を生み出し、自然環境を含むステークホルダーとの関係を大切にしながら、
健全な経営を続けることを重視します。本ポリシーは、そのために当社が事業および組織運営にお
いて守る倫理上の基本原則を定めます。本ポリシーは、各領域に関連する国際的な原則・合意・基
準を基礎とし、B LabのB Corp認証基準を踏まえて策定しています。 

2. 対象者 
本ポリシーは、当社の役員、正社員および業務委託メンバーに適用します（以下、これらをまとめて
「メンバー」といいます）。当社のプロジェクトに参加する外部パートナーにも、その役割に応じて本ポ
リシーへの理解と協力を求めます。 

3. 人権および労働環境へのコミットメント 
​
当社は、人権の尊重を事業および組織運営の基盤とし、誰もが尊重され、公正に参加できる環境を

目指します。国連「ビジネスと人権に関する指導原則」、国際人権章典、およびILO「労働における基
本的原則及び権利に関する宣言」を尊重し、これらを踏まえて、人権の尊重、公正・公平・多様性・包

摂性の推進、差別・ハラスメントの防止、公正な労働条件および安全な労働環境の確保に取り組み

ます。 

●​ 正義（Justice）と公平（Equity）： 

社会や産業構造における構造的な不平等や格差が、事業への参加や意思決定の

機会に影響し得ることを認識します。事業推進や現場での合意形成において、すべ

ての関係者を等しく尊重することを前提に、一律の対応にとどまらず、地域の小規模

漁業者など、それぞれのステークホルダーが置かれた状況を踏まえた公平な関わり

方を考えます。事業やプロジェクトから生まれる機会、成果、経済的価値が、現場や

地域にも適切に還元されるよう努めます。 

●​ 多様性（Diversity）と包摂（Inclusion）：  

レジリエンスの高い経営とパーパスの体現には、多様な属性、経験、専門性、価値

観を持つ人々の参加が不可欠です。異なる視点を尊重し、それぞれの知見や経験を



意思決定に活かすことで、複雑な海の課題に対して、より実効性のある解決策を生

み出します。プロジェクトの現場や対話の場において、声の大きな主体の意見だけに

偏らず、若手漁業者、女性、現場の当事者など、従来の意思決定の場にアクセスし

にくかった人々の声にも耳を傾けます。多様な関係者の声を受け止め、プロジェクト

や事業運営に反映させる包摂的なアプローチを用います。 

●​ 差別とハラスメントの防止：  

人種、国籍、性別、性自認、性的指向、年齢、障がい、宗教、思想、家族の状況な

ど、業務の能力や役割に関係のない理由による差別を行いません。採用や仕事の

割り当てでは、個人的なつながりや無意識の思い込みに偏らず、能力や適性を公正

に評価するとともに、多様な人材が参加できる機会の確保に努めます。 

●​ 公正な労働と間接的関与の防止： 

強制労働、現代奴隷、児童労働を認めません。当社だけでなく、プロジェクトや取引

先の先にある水産加工場、漁船その他の現場についても、人権上のリスクを確認

し、必要に応じて予防・緩和や改善に向けた対応を行います。 

●​ 健康と安全：  

社会的ミッションの追求が過度な負担や長時間労働につながらないよう、メンバーの

心身の健康と安全を大切にします。出張、現場作業、顧客対応などを安全に行える

環境を整えます。 

●​ 対話と議論： 

社内外の関係者と健全で持続的な関係を築くため、目的や状況に応じて「対話」と

「議論」を使い分けます。相互理解を深める場では対話を重視し、具体的な判断や合

意が必要な場では論点を明確にして議論するなど、状況に応じて適切なコミュニケー

ション方法を選択することで、長期的かつ良好な関係を築きます。 

●​ 尊重と誠実： 

自然環境を含む多様なステークホルダーとポジティブな関係を築くためには、個々の

意見を尊重し、客観的な視点で誠実に振る舞うことが大切です。双方の価値観と意

見を尊重し、組織としてパーパスと本ポリシーに照らして誠実に判断し、事業目的の

実現に向けて協働します。　 

4. 地球環境へのコミットメント 
​
当社は、パーパスに基づき、事業活動そのものを通じて健全な海のレジリエンスの維持・回復に貢

献するとともに、自らの事業活動による環境への負の影響をできる限り抑えることを目指します。 



当社は、海のレジリエンスを弱める重要課題として、気候変動、沿岸生態系の劣化、水産資源と担

い手の減少、水質悪化、海洋プラスチック汚染を認識しています。これらの課題に対し、国際的な気

候・生物多様性目標を踏まえ、多様なステークホルダーと協働し、科学的知見と現場の声に基づき

ながら、事業を通じた改善と回復に取り組みます。 

また、自らの事業活動に伴う環境負荷を継続的に把握・モニタリングし、発生の抑制と必要に応じた

低減に向けて改善に取り組みます。 

●​ 気候変動への対応： 

パリ協定が掲げる、世界の平均気温上昇を産業革命前と比べて2℃より十分低く保
ち、1.5℃に抑える努力を追求するという目標を支持します。「UMITO気候アクションプ
ラン」を策定・運用し、事業活動に伴うCO₂排出量の把握と削減に取り組みます。 

●​ 海洋生態系の回復とネイチャーポジティブへの貢献： 

当社は、2030年までに生物多様性の損失を止め、反転させ、自然を回復軌道に乗
せ、2050年に向けて生物多様性の回復と自然との共生を実現するという、昆明・モ
ントリオール生物多様性枠組の2030年ミッションおよび2050年ビジョンを踏まえ、そ
の海洋分野での実現に貢献します。生物多様性、水産資源、水質、海洋プラスチック

等の重要課題に対し、政策への働きかけ、企業・漁業者・地域等との協働、事業開

発などの多様な手法を通じて、海洋環境を回復軌道に乗せることを目指します。 

5. コミュニケーションと広報活動 
当社は、B Corp認証基準における責任あるマーケティング・広報活動の考え方を踏まえ、事実と根
拠に基づき、事業、実績および社会・環境への影響を正確かつ誠実に伝えます。実態以上に見せる

表現や、誤解を招く表現を避けます。 

海洋環境や水産資源には、十分なデータが存在しない領域や科学的な不確実性が残る領域がある

ことを認識し、確認できている事実、推定や解釈、現場での観察、今後検証が必要な事項を必要に

応じて区別して説明します。発信の目的や対象に応じて情報の編集を行う場合も、重要な事実関係

や文脈を歪めないことを基本とします。 

また、写真、映像、当事者のストーリーその他の配慮を要する情報を扱う際は、本人の尊厳、同意、

プライバシーおよび安全に配慮します。 

●​ 一貫性：  

パーパスやビジョンとの整合性を意識し、発信と実際の事業や行動に大きな乖離が

生じないよう努めます。 

●​ 信頼性： 

事業実績、数値、社会・環境への影響その他の検証可能な情報について、内容に応



じた根拠を確認し、実態に即した正確な表現を行います。特に社会・環境に関する重

要な主張には、科学的知見や客観的なデータ等の検証可能な根拠を用い、グリーン

ウォッシュや誇大な表現を避けます。 

●​ 透明性： 

発信内容について、特定の側面のみを強調したり、重要な情報を省略したりすること

で、実態と異なる印象を与えないよう努めます。発信内容を正しく理解するうえで重

要な前提、マイナスの影響、課題、限界や不確実性がある場合は、必要に応じてあ

わせて伝えます。発信後に誤りや重要な状況の変化が確認された場合は、必要な訂

正や更新を行います。 

●​ 共感性：  

事実や数値だけでなく、取り組みの背景や意味、現場の声が伝わるコミュニケーショ

ンを大切にします。一方で、当事者の意図を超えた過度なストーリー化や演出を避

け、受け手にとって分かりやすく、より詳しい情報にもアクセスできる発信を目指しま

す。 

●​ ソートリーダーシップの発揮： 

発信を活動の紹介だけにとどめず、海と社会のより良い関係を考えるための問い

や、新たな選択肢を提示する機会として捉えます。多様なステークホルダーとの対話

を通じて、より公平でインクルーシブ、かつリジェネラティブな社会や経済のあり方に

ついて考えるきっかけを生み出します。 

6. クライアントおよびサプライヤーの確認 
当社は、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」およびB Corp認証基準の人権・環境に関する要
件を踏まえ、事業や取引を通じて重大な人権・環境上の負の影響に関与することを防ぐため、重要

性とリスクに応じた確認を行います。 

●​ クライアントとプロジェクト： 

新規の取引や協働を検討する際、事業規模、事業内容、対象地域、当社の関与の

程度、社会・環境への潜在的な影響等を踏まえて、確認の重要性が高いクライアント

やプロジェクトを特定します。公開情報をもとに確認し、必要に応じてアンケートやヒ

アリング等による追加確認を行います。同じクライアントとの仕事であっても、プロ

ジェクトの内容や対象地域によって重要なリスクが異なる場合は、必要に応じて個別

に確認します。 

●​ サプライヤー： 

原材料、商品、サービス、業務委託等の調達について、取引規模、調達内容、地域、



サプライチェーン上のリスク等を踏まえて、確認の重要性が高い調達先を特定しま

す。公開情報をもとに確認し、必要に応じてアンケートやヒアリング等による追加確

認を行います。直接の取引先だけでなく、その先の製造、加工、物流、原材料等につ

いても、必要に応じて合理的に確認できる範囲で情報を収集します。生物由来の商

品・原材料など、動物福祉への影響が関連する場合には、その観点も確認します。 

●​ 確認対象の定期的な見直し： 

少なくとも年1回、クライアント、プロジェクトおよびサプライヤーについて、取引や関与
の規模、事業内容、地域、社会・環境への影響やリスク等を踏まえ、確認の重要性

が高い対象を洗い出し、優先順位を見直します。 

●​ リスクへの対応： 

確認の結果、人権・環境上の重要なリスクが確認された場合は、その内容や深刻

度、発生可能性、当社との関係性等を踏まえて対応を検討します。必要に応じて、関

係者との対話や追加の情報収集を行い、予防・緩和措置や改善策を検討します。重

大な負の影響があるにもかかわらず、予防・緩和や改善が見込めない場合は、取引

やプロジェクトの開始、内容または継続について、必要な対応を検討します。 

7. 政策アドボカシー 
 
当社は、B Corp認証基準における責任あるロビー活動の考え方を踏まえ、政策アドボカシーを社
会・環境にプラスの影響をもたらす目的に限り、科学的知見、信頼できるデータおよび現場の声に基

づいて行います。業界団体その他の中間組織を通じた活動についても、当社のパーパスおよび本ポ

リシーとの整合を確認します。 

●​ エビデンスに基づく政策提言： 

政策提言を行う場合には、漁業・水産業の実態調査、海洋環境データ、科学的知見
などの検証可能な情報に基づいて行います。現場で確認された事実と科学的知見を
政策形成に反映し、制度の実効性と構造的課題の解決につながる提案を行います。 

●​ 当事者の参画と対話： 

小規模漁業者をはじめ、政策の影響を直接受ける当事者が意思決定に参加し、そ
の知見や意見が適切に反映されることを重視します。シンポジウムや意見交換の場
などを通じて、当事者と意思決定者の対話を促し、現場の実態に即した制度設計に
つながるよう働きかけます。 

●​ 透明性と公正な対話： 

政治家や行政担当者との関係において、利益誘導を目的とした不透明な資金提供
や贈収賄は一切行いません。また、政策決定に影響を与えることを目的とした、いか
なる財政的・現物による政治献金も行いません。提案の内容と目的を常に明確にし、



公正かつ透明なプロセスを確保します。 

●​ 責任ある関与と不整合への対応： 

当社のパーパスや本ポリシーと重大な矛盾があり、是正・緩和の意思が確認できな
い組織との協働は行いません。業界団体や中間組織への加盟・関与において矛盾
が生じた場合は、まず是正を働きかけ、改善が見られない場合は関与の見直しまた
は停止を行います。 

●​ 承認と管理： 

政策アドボカシーに関する重要な方針や活動は、代表取締役の承認を得て実施する
ものとし、業界団体その他の中間組織を通じた活動を含め、本ポリシーとの整合性を
定期的に確認します。本ポリシーまたは当社の政策アドボカシーについて懸念があ
る場合は、第10項に定める「UMITO 相談・通報ホットライン」を通じて相談・通報する
ことができます。 

8. 公正な事業運営 
当社は、法令を遵守し、公正で透明な事業活動を行います。取引や協働において、利益相反、贈収
賄・汚職、不当な利益供与、不公正な競争、機密情報や個人情報の不適切な利用等を防ぎ、問題
が確認された場合は必要な対応と改善を行います。 

●​ 利益相反の回避： 

個人または第三者の利益と、当社またはステークホルダーの利益との間に利益相反
が生じる場合は、その状況を適切に開示し、公正な意思決定を行います。業務上の
立場を利用して不当な利益を得ることはありません。 

●​ 贈収賄・汚職および不当な利益供与の防止： 

政治、行政、民間を問わず、贈収賄、汚職その他の不当な利益供与を行いません。
また、取引や意思決定に不適切な影響を与えることを目的とした利益の提供または
受領を行いません。 

●​ 公正な取引と競争： 

取引先や同業他社と公正な関係を築き、不正な手段による取引や競争を行いませ
ん。 

●​ 機密情報・個人情報の保護： 

事業活動を通じて取得した機密情報や個人情報を適切に管理し、漏えい、不正利用
その他のリスクから関係者の権利と情報を保護します。 

9. 運用および見直し 



本ポリシーは、必要な社内協議を経た上で、代表取締役が承認し、公開します。運用はコーポレート

責任者が管理し、運用上の重要な課題が確認された場合は、必要に応じて関係者で協議し、改善に

反映します。 

また、少なくとも年1回、法令、関連する国際的な原則・合意・基準、B Corp認証基準、当社の事業内
容や組織体制等の変化を踏まえて見直し、改定が必要と判断した場合は適宜改定します。 

関連ガイドラインは、本ポリシーの原則に沿って策定・運用します。倫理上の解釈に矛盾が生じた場

合は、本ポリシーを優先します。 

本ポリシーに明記のない事項や判断に迷う場合は、当社のパーパスと本ポリシーの原則に照らして

検討し、必要に応じて関係者との対話を行います。本ポリシーの内容や運用に関する相談は、コー

ポレート責任者までご連絡ください。 

10. 相談・通報および是正 

当社の事業活動または本ポリシーに関して、人権侵害、ハラスメント、法令・コンプライアンス違反、

環境への不適切な影響その他の懸念がある場合、メンバーおよび外部ステークホルダーは、「

UMITO 相談・通報ホットライン」を通じて相談・通報することができます。実名・匿名のいずれでも受
け付け、相談・通報したことを理由とする不利益な取扱いを行いません。 

受付、事実確認、是正、結果の共有、秘密保持その他の手続きは、別途公開する「UMITO 相談・通
報ホットライン」に定めます。確認された問題については、必要に応じて是正・救済および再発防止

に取り組みます。 
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